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外国人児童・生徒との接触を通したホストの異文化変容 

－先行研究の概観－ 

 

奥西 有理 

 （岡山理科大学教育学部） 

 

本稿は外国人ゲストとの異文化接触を通したホストの異文化適応・変容に関する先行研究を概

観した。まず、第一章では日本の多文化・多民族化の現状について紹介し、外国人児童・生徒が直

面する学校適応の問題とホストとの関わりについて論じた。第二章ではホストの異文化適応に関

する国内外の先行研究について触れ、ホスト研究の動向について検討した。また日本において外

国人児童・生徒と接触したホストに関する研究として、日本人教員および日本人児童・生徒を対象

とした研究の動向についても検討した。第三章では外国人児童・生徒がもたらす多様性が日本人

児童・生徒と日本の学校文化にもたらす可能性について考察し、今後の研究課題を展望した。 
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1. 研究の背景 

1.1. 多文化・多民族化と児童・生徒の学校適応 

国立社会保障・人口問題研究所（2023）が発表した日本の将来推計人口によると日本の総人口は、2070 年には

8,700万人で現在の7割に減少するが、そのうちの外国人の人口比率が10.8%まで増加することが予測されている。

現在も日本で暮らす外国人は増加している。日本の総人口は、2023年 6月現在で 1億 2,451万 1千人であるが（総

務省統計局, 2023）、2022年末現在、日本に在留する外国人の数は 307万 5,213人で初めて 300万人を超えて過去

最高を更新している（出入国在留管理庁, 2023）。また厚生労働省（2023）の「外国人雇用状況」報告によると、

2022年 10月末の在日外国人労働者数は約 182万人で、こちらも過去最高を記録している。 

このように日本で働く外国人は増加しているが、就労のため来日した外国人が家族を帯同するケースもあるた

め外国人の児童・生徒の数も増加している。日本の公立小・中・高等学校で第 2外国語として日本語指導を必要と

する外国人児童・生徒の数は、2018年 5月 1日時点で 51,126人（うち外国籍 40,755人、日本国籍 10,371人）であ

ったが、2021年 5月時点では 58,307人（うち外国籍 47,619人、日本国籍 10,688人）に増加していることが報告さ

れている（文部科学省, 2023）。在日外国人の児童・生徒に関しては、日本への適応に関して多くの問題があるこ

とが指摘されてきた。外国人児童・生徒はその異質性のために初めの頃は「主役」であるが、しばらくすると「お

客様」となり孤立やいじめの状態に陥ることもあることが報告されている（棚田, 2009）。学校でのいじめや日本

語力不足といったことが原因で学校教育を受けることができなくなり、そのまま放置されてしまうケースがある

ことや（NHK, 2019）、家庭の事情でそもそも不就学となっているケースもあることが問題視されてきた。学齢期

にある外国人児童・生徒の不就学については、2021 年 5 月時点で約 1 万人にのぼることが報告されている（文部

科学省, 2022）。  

先住民族や有色人種との共存の課題を抱えつつ現在まで多くの移民の受け入れを行ってきた欧米諸国において

も、マイノリティー1集団の子どもたちが学校で不利な立場に立たされ困難を経験すること、特に教育の不平等が

存在することが早くから注目され、1960 年代から是正に向けた教育改革が試みられてきた。異なる人種や民族、

文化、社会階級、言語を持つ生徒にとっての社会的不平等は、カリキュラムや教科書、教員の姿勢や期待、生徒と

教員との関わり、学校で使用されている言語や方言、そして学校文化へと反映されており、結果、マジョリティー

集団に属する児童・生徒たちとの間の顕著な学力差として現れてしまうという。格差を是正するために、マイノリ

ティーの子どもたちの文化やアイデンティティー、希望や夢を学校教育に反映させるべく学校改革を行い教育の
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平等を実現しようと提案されたのが多文化教育（multicultural education）であり、アメリカで始まってその後イギ

リス、カナダ、オーストラリアへと広がりを見せた（Banks, 2015）。 

 多文化教育を採用する国々では、ホスト社会のゲストやマイノリティーの子どもたちの社会的な統合を目指し

た教育実践を行う仕組みがあり、そのことがホストである教員の認知・行動・情意面における変容を促すと予想さ

れる。例えばオーストラリアのナショナル・カリキュラムは、各教科にあたる「学習領域」、21世紀に必須スキル

としての「一般的能力」、「カリキュラム横断的な優先事項」という 3つの側面から構成されているが(Australian 

Curriculum, Assessment and Reporting Authority, 2020)、2つ目の「一般的能力」の中には、「読み書き能力」や「数

的能力」や「ICT能力」といった能力と並んで「異文化理解」が設定されている。そこでは「一般能力」として身

に付けるべき「異文化理解」の能力としてマイノリティーや外国人に対する認知・行動上の課題や文化的存在とし

ての自己への振り返り等が発達段階に合わせて具体的に提示されている。また、3つ目の側面である「カリキュラ

ム横断的な優先事項」の中の一つは「アボリジニとトレス海峡諸島民の歴史と文化」であり、これらが教科教育の

実施において留意して優先的に取り扱われるべきこととされている。国家によって設定されたカリキュラム上の

の決め事に基づいて教員が教育実践を行うことにより、学校の中でゲストやマイノリティーの児童・生徒が受容さ

れやすいインクルーシブな教育環境づくりが実現されていく可能性が高められている。 

 日本では、既に多くの外国人を抱えながらも移民受け入れ社会ではないとの立場が、公に示されてきた。例えば、

2018年 10月の国会答弁で当時の首相は、「いわゆる移民政策を取ることは考えていない」と答弁している（日本

経済新聞, 2018）。一方で、自治体レベルでは「多文化共生」が外国人住民を多く抱える地方自治体を中心に謳わ

れ、都道府県や市町村がそれに関する施策を指針や計画の中で実現させるよう促されてきた（総務省自治行政局, 

2020）。このような自治体の多文化共生の推進は努力目標に過ぎず法的拘束力を持たないものであったが、近年に

おいては自治体レベルでより強制力のある施策が実施されるようになっている。毛受（2023）は、2019 年の在留

資格「特定技能」の導入で日本は実質的に「移民を受け入れる国」になったとしており、群馬県や新宿区といった

自治体において外国人との共生を志向した条例制定の取り組みが始まっていることを指摘している。但し、教育に

ついては、公教育のカリキュラムの中に多文化教育の実践が実現されているオーストラリア等と比べると、日本は

異なる言語・文化包摂に向けた取り組みについても未だ萌芽的な段階にあるといわざるを得ない。制度的な改革は

遅々として進まず、個々の学校における教師による集団作りの実践や関係者の営為を通して実現させていくとい

う期待があり（棚田, 2009）、環境依存の側面が強いと考えられる。 

外国人児童・生徒と日常的に接触する日本の小・中学校教員を対象とし、外国人児童・生徒の母文化・言語の継

承と日本語や日本文化の獲得についてどのように考えているかを調査した高橋（2021）は、教員の多くが、家庭内

の文化や母語の維持継承について、親子のコミュニケーションや子どものアイデンティティーの尊重の観点から

望ましいとしつつも、学校や公共の場では日本社会のマジョリティーの「ルール」や「規範」を優先的に身に付け

るべきであると考えていたことを報告している。また日本に存在する既存の「ルール」を外国人児童・生徒に教え

ることは、これらがいかに日本特有のものであったとしても、「適応」や「同化」には当たらないと捉えていたと

報告している。教員は外国人児童・生徒が学校や日本社会の「ルール」を身に付けた方が、彼・彼女らにとって「得」

であり「将来プラス」になると考えており、日本の支配的な「規範」や「習慣」を身に付けることは社会参加のた

めの「資源」であると捉えていたと解釈されている。そして外国人児童・生徒が従うことを期待されている「ルー

ル」とは、「民主主義」や「人権の遵守」や「反差別主義」といった法で定められている価値観や規範とは別の位

相として存在する固有の「日本文化」を指すも、これらは教員によって「日本文化」としては認識されていなかっ

たという（高橋, 2016）。「文化」として認識されないことで、マジョリティーによって構成された既存の「規範」

や「慣習」としての問い直しが起きにくく、教員はマジョリティー中心の規範で構成されている日本社会を維持・

再生産することに無意識に加担していることになってしまうのだと考察されている（高橋, 2021）。マジョリティ

ー性を問い直すことは前掲の多文化教育の本質と関わることであるが（松尾, 2023）、高橋（2021）から得られた

知見からは、日本におけるホストとゲストの異文化接触がホストに問い直しを起こさせることにはつながってい

ないように思われる。しかし日本社会に増加しているゲストとの接触がホストに何をもたらしてきたのかについ

て解明していくことは、「日本型多文化教育」（松尾, 2023）の可能性を拓くことにつながる興味深い研究上の課

題設定であるといえるだろう。 
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1.2. 本研究の目的 

 ゲストやマイノリティーとの関わりを持つことは、ホストやマジョリティーの人々にとってどのような影響が

あるのか。ゲストの子どもたちは、学校においてホスト社会の構成員にとって支援の対象となりやすく、支援には

負担感が伴うことも少なくないため立場の弱い存在との位置づけが固定しがちである。但し、もしゲストとホスト

の関わりのダイナミズムがホストへの前向きな影響を与えているという事実が明らかになれば、日本で進行して

いる「内なる国際化」に創造的な側面が見いだされることになる。そこで本研究では、ゲストとの異文化接触によ

るホストの異文化適応や変容に関して先行研究を概観し、そこから日本の多文化共生に関して示唆を得ることを

目的とする。ゲストが子どもである場合の異文化接触研究は僅少であるため、大人の移民との異文化接触に関する

研究にも対象を広げ、ホストを対象とした関連研究を見ていくこととする。 

  

2. ホストの異文化適応に関する先行研究 

 現在まで世界中で数多くの異文化接触研究が行われてきたが、ゲストに焦点化したものが圧倒的多数を占める。

すなわち、マジョリティー社会でゲストがどのような問題に直面し、ホストの人々とどのような関係を築き、どの

ように適応していくのかについて研究が蓄積されてきた（例えば、Inguglia & Musso, 2015; Phalet & Baysu, 2020; Portes 

& Rivas, 2011; Suarez-Orozco & Suarez-Orozco, 2009; Ward & Kennedy, 1993）。反対に多数派であるホストがゲスト

の文化にどのように対応するのか、あるいは適応したり自らを変容させることはあるのかについて、学術的知見の

欠如がある。Kunst, Lefringhausen, & Zagefka (2023）は、ホスト社会には多数派集団に有利な権力が存在するため、

ゲストが多数派に合わせる形となりやすいため、適応について考える時は権力のダイナミクスに留意してみてい

く必要があるとしている。ホスト社会のマジョリティーは経済的、政治的、社会的権力を持つ集団であり、ゲスト

は社会的資本を獲得すべく、その社会に適応する確かな動機づけがあるが、その一方で、マジョリティーはマイノ

リティーに適応するよう駆り立てられるものがなく、その適応はあくまで個人の選択の域にとどまってしまい注

目されてこなかったという（Dandy, Doidge, Lefringhausen, Kunst, & Kenin, 2023）。 

異文化適応モデルは、マジョリティーであるホストにも適用できるのかという問いと関連して López-Rodríguez, 

Zagefka, Navas, & Cuadrado （2014）は、マジョリティー集団はマイノリティー集団の異文化適応に影響を与える一

方で、マイノリティー集団もマジョリティー集団に影響を与えていると結論付けている。Kunst, Leftringhausen, Skaar, 

& Obaidi（2021）は、アメリカのマジョリティー集団である大人の白人を対象とし、少数民族集団の文化を取り入

れているかについて質問紙調査を行った。その結果、マイノリティー文化の取り入れは行われており、文化の取り

入れは、ホストの社交的な性格や探究心の高さと関係があることが見いだされたと報告している。 

なお、グローバル経済の急速な進展により移民の数が激増している国では、ホストとゲストが数において均等に

なるという現象が生じている。例えば、多文化主義を採用し移民の受け入れに積極的なオーストラリアでは、海外

生まれの移民第一世代と両親のどちらかが海外生まれである移民第二世代を合わせた人数が、総人口の 51.5％を

占めるようになっている（Australian Bureau of Statistics, 2022）。但し、数においては移民が多数でも、イギリス系

の祖先を持つ白人オーストラリア人が経済的・政治的に支配的な社会のマジョリティーとして存在している

（Dandy et al., 2023）。こういった移民多数の国においては、ホストがゲストの文化と日常的に接する機会が多く

あるため、この接触を通してマイノリティー文化の取り入れやホスト自身の変容が起こっている可能性があるの

ではないかと予想される。Dandy et al. (2023)は、マジョリティーであるイギリス系の祖先を持つ白人オーストラリ

ア人を対象とし、ホストが取っていたゲストに対する異文化適応戦略について量的研究により明らかにしている。

この研究では、マジョリティー文化と民族マイノリティー文化の両方を支持する「統合的」戦略、主に自らのマジ

ョリティー文化を支持する「支配的」戦略、主に民族マイノリティー文化を支持する「受容的」戦略が見いだされ

たという。またホスト社会の構成員とマイノリティーとの異文化接触は、異文化の受容を促進することや、ホスト

の異文化感受性を発達させるために重要であることについても報告している。併せて、ホストの異文化感受性が高

まればマジョリティーとマイノリティー文化の両方を支持する「統合型」に移行する可能性が高まることについて

も報告している。 

 欧米におけるこれらの研究からは、マジョリティー集団の構成員も、同じ社会で暮らすうちにマイノリティー文
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化と触れ合いながら異なる文化の受容をしたり自己変容のプロセスを経験していることが分かる。マジョリティ

ー文化とマイノリティー文化は接触により分離したり統合したりしながら文化のダイナミズムが生まれている可

能性がある。では、モノリンガル、モノカルチャーの色彩の強い日本社会はどうであろうか。 

前掲した通り移民政策は公式には認められていないが、日本には既に外国人労働者や留学生が多く存在する。ホ

ストを対象とした研究には、職場において外国人労働者と接する日本人リーダーに必要な認知的志向性について

調査した研究や（石黒, 2020）、留学生を家庭に受け入れて生活を共にしているホストファミリーや大学で留学生

支援の役を務めている学生ホストの認知・行動上の変化を調べた研究がある（奥西・田中, 2008; 奥西・田中, 2009; 

奥西・田中, 2013; Okunishi & Tanaka, 2013）。これらの研究からはゲストとの接触を通して日本人ホストが異文化

対応力を向上させていくことが報告されている。これらは欧米の研究に見られた、ホストがゲストの文化に触れて

適応していくといったような比較的強い変容を示唆するものではない。ホストが異文化適応をするという考え方

自体が新しいため、その視点から研究の課題設定が行われてこなかったことや、異文化接触自体の量と質が欧米社

会と日本とでは異なったものであることが要因として考えられるだろう。 

 以上のように、欧米を中心に、近年はマイノリティー集団と接触するホストの適応や変容についての研究が行わ

れるようになってきた。ある社会におけるホストとゲストの間には権力的格差がありながらも、ホストがゲストの

文化的価値観に歩み寄ったり取り入れたりすることがあるのなら、それによってホスト社会が徐々に変化してい

く可能性が想定できるだろう。Kunst et al. （2023）も、異文化接触によりマイノリティー集団の文化がマジョリテ

ィー集団の文化レパートリーに組み込まれてていくことがあり、最終的には社会レベルでの主流文化の変化につ

ながるとしている。 

 このようにホストのマイノリティー文化への異文化適応が社会に変容を起こす可能性が示唆され始めている。

この点特に学校は、ホスト社会の中でマジョリティーの子どもたちとマイノリティーの子どもたちとの密な接触

が想定され、お互いに影響を受け合うため、ホスト側の子どもたちの適応や変容も十分期待できるのではないかと

予想される。以下では日本の学校教育場面を取り上げ、外国人児童・生徒と接するホストとしての教員と、ピア

（peer）ホストとしての日本人児童・生徒に焦点化して関連の先行研究を見ていく。 

 

2.1. 外国人児童・生徒と接触したホストの変容に関する研究―日本人教員 

 前述したとおり、学校における異文化適応研究は、ゲストの児童・生徒が対象となっておりホストに注目した

学術研究はごく僅かである。その僅かな研究の中に、日本の学校環境においてゲストとの異文化接触を経験した

日本人教員の変容に関する報告がある。Egitim & Akaliyski（2023）は、クルド人亡命申請者として日本に滞在し

ている子どもたちと接した日本人教員たちを対象に質的研究を行い、接触の結果教員に起こった変化について明

らかにしている。ホストである日本人教員は、クルド人の子どもたちと長い期間関わりを持つにつれて、異文化

で暮らすことの苦労を理解するようになり、民族文化的共感を発達させて異文化受容を高めていったという。ま

た、首都圏の日本語教師を対象として、民族文化的共感およびマイノリティー集団への異文化適応の関係につい

て調査した結果、教員たちの異文化体験と民族文化的共感との間に正の相関があったことが確認されている。そ

して民族文化的共感を持つことで、ホストがゲストの文化に適応していくようになったことが示されている。そ

の一方で、日本人教員たちが抱くようになった民族文化的共感には、外国人児童・生徒に日本文化に適応しても

らいたいというホスト文化への適応期待は伴っていなかったことが報告されている。この自文化に引き寄せて適

応してもらいたいとは考えていなかったという結果について Egitim et al.（2023）は、日本人教員が、移民文化を

維持させることが日本文化への適応とも両立すると考えていたためだろうと考察している。ホストがゲストに対

して自文化への適応期待を持っていなかったということの原因については、Egitim et al.（2023）が考えたよう

に、ホスト文化とゲスト文化の両立が想定されていた可能性は否定できないが、日本人教員が相手にとって自国

の学校教育文化が独自性や利点を持っていることについて高い気づきをもっていなかった可能性（施  ̧2018）も

またあるだろう。ホストによるゲスト文化への適応が起こるとき、ゲストに対してホスト文化への適応支援との

バランスはどうなっていくのか。個々の事例の背景事情に関してより深い探究が望まれる。 
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2.2. 外国人児童・生徒と接触したホストの変容に関する研究―日本人児童・生徒 

 本稿の冒頭で述べた通り日本の学校において外国人の児童・生徒が増加しているが、外国人児童・生徒だけでな

く、日本国籍を持ちながらも外国人の親のもとで育ち日本語が不自由といった児童・生徒もいる。外国につながる

児童・生徒を全てあわせると日本の学校における異文化接触は、以前に増して頻繁に行われるようになっており、

日本人の児童・生徒にとって身近な日常となりつつあるといえるだろう。しかし、ホストとしての日本人児童・生

徒のマイノリティー文化への適応や接触による変容を論じた学術研究の蓄積は、筆者の知る限りでは進んでいな

い。そこにはまず、人権保護の観点から子どもの心理面を対象にした研究実施の難しさがあるだろう。また、外国

人児童・生徒をとりまく環境には多くの解決されるべき問題があり、問題解決が強く志向されて研究の関心を集め

ることが多かった一方で、日本人の児童・生徒については、取り急いで解決されるべき課題は発見されにくい。そ

のため接触から受ける影響について研究の関心となる利点は比較すると見い出されづらかったのかもしれない。

しかしながら前掲のとおり、ここ数年でホストの異文化適応や変容について、海外において研究萌芽の兆しが見ら

れる。ホストとしての日本人児童・生徒を対象とした異文化適応・変容に関する研究を進めていくことは、日本の

「内なる国際化」の実情が明らかになるというだけでなく、グローバルな人材の育成についての貴重な知見を得る

ことにも繋がっていく可能性があると考えられる。 

 学術調査ではないが、日本において外国につながる子どもたちが多く通う小学校において、これらの子どもたち

と関わることで日本人児童に肯定的な変容が見られるようになったというニュース報道がある。多様な文化を積

極的に取り上げた学校行事や外国人児童を中心においた授業運営を推進し、外国にルーツがあることは「アドバン

テージである」というメッセージを教員が伝えている学校において、日本人児童が外国の文化に興味・関心を持つ

ようになり、外国人の児童を自発的に援助するスキルが育っていったという（TBS NEWS DIG, 2020）。ここでは

異なる言語や文化を持つ児童・生徒との関わり合いが、積極的な姿勢やコミュニケーション能力の向上という面

で、日本人児童の資質能力を向上させる可能性が示唆されている。多言語と多文化を前面に押し出した学校環境で

外国人児童・生徒と関わりを持つことが日本人児童・生徒に前向きな影響を与え、助け合いの風土を創造していく

ことに資する可能性があることを、この報道は示唆している。外国人児童を受け入れる教師側が、その多言語・多

民族性という個性を肯定的に捉え、利点として認識し積極的に伝えていることや、外国人児童だけで行う行事を開

催したり、運動会等の日本の行事を多言語で実施するなどの試みを通して、日本人児童に特権意識やマジョリティ

ー意識を持たせないことがこのような肯定的結果に繋がっているのかもしれない。この学校の日本人生徒に見ら

れた日本語が不自由な外国人児童への利他的な学習支援行動はどのように引き出されていくのかについての機序

や、ゲストの日本人児童への心理的な影響について、更に詳しく解明されていくことが期待される。 

 安達（2009）は、日本の学齢期の子どもたちを対象とし異文化受容態度について調査していたが、在日外国人の

増加に関して年齢が低いほど肯定的態度が強く見られたという。小学校の児童においては「増えることに賛成」と

いう意見が最も多かったと報告している。「外国からのゲスト」との実際の出会いに関しても、小学校、中学校、

高等学校と学年が上がるにつれて偏見が大きくなっていくのかもしれない。反対にゲストとの出会いがグローバ

ル感覚の育成につながるとすれば、どのような前提条件が必要であろうか。教育カリキュラムもこれと関わってく

るのかもしれない。ドメスティックな価値観に縛られず、教科横断的にマイノリティーへの配慮や異文化理解教育

の視点が組み入れられていたなら、日々の授業実践や教材を通して学年が進行するにつれて、ゲストの包摂につな

がる学びが期待できるものと考える。 

 

3. 考察 

以上、ホストを対象とした異文化接触と適応に関する先行研究を概観した。伝統的に、社会の主流集団と異なる

言語や文化背景を持つゲストの子どもたちは日本の学校社会には包摂されづらく、不利益の享受者になりがちで

あった。しかし急激にグローバル化が進んだ現代においては、彼・彼女らの持つ言語的・文化的多様性が日本の学

校教育現場の持つ画一性に対して疑問を投げかけ、教育改革の契機となる可能性をもたらしていると考えること

ができるであろう。 

 森（2021）は、日本の生徒の自己肯定感の低さについて、日本の学校における多様性の低さとの関わりを指摘

している。自己肯定感の高低は学業的な自己概念と密接に関係しているという考えのもとに、PISAデータを用い
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て国際比較分析を行ったところ、学校内の階層的多様性が大きい国ほど生徒の自己肯定感が高くなる傾向にある

ことが明らかになったという。階層的多様性とは、親の職業や学歴、家庭の教育資源等の生徒の社会経済的地位

のことである。受験により生徒の振り分けが行われる日本の教育システムにおいて、日本の後期中等教育段階に

おける所属集団の均質さや同質性の高さは国際的にみて特徴的で、このことが生徒の自己肯定感の低さの一因に

なっている可能性があると指摘している。さらに森（2021）は、本田（2020）の国際比較分析の結果について言

及しつつ、良き市民の要件と関連した選択肢の一つである「意見の違う人の考えを理解すること」や、民主主義

における権利と関連した選択肢の一つである「政府のすることに異議があるとき、それに従わない行動を取るこ

と」という２つの項目について、日本では「とても重要」と答えた人の割合が先進国内で最低水準であったとい

う内容を引用し、日本では異質性を排除する空気のようなものが他国よりも際立って強いのではないかと考察し

ている。そして「自己肯定しやすい社会とは何か」について詳しく検討していくべきであるとし、そこから移民

の背景を持つ外国人生徒とともに学ぶことがもたらす意味について検討していく必要性について提示している。

森（2021）は、学業成績との関係のみから自己肯定感と多様性について論じており、その他の要因については論

じていない。しかしながら学業成績も含めた様々な局面における均一性と多様性が、学校教育システムの中で生

徒個人の価値付けにどのような働きをしているのかについて十分な検討を行っていくことは、看過されるべきで

ない重要事項であると思われる。 

最後に、異文化適応には区別されるべき 2つの異なった側面があることが指摘されている（鈴木, 2015a）。一

つ目の側面は、文化的な差異に対して肯定的な評価や感情に基づいて行動を変化させる「適応」であり、二つ目

の側面は否定的な評価や感情を持ちながら行動を変化させる「強要された適応」であるとされている（鈴木, 

2015b）。あらゆる異文化接触体験がその主体に益をもたらすのではなく、人間的成長を促すものと抑制するもの

があり、これらの内実は仔細に検討されるべきである。本稿で示されたとおり、異文化適応がゲストのみならず

ホストにも起こりうる現象であるとすれば、学校における異文化接触体験は、外国人の子どもにとっても日本の

子どもにとっても自己変容や人間的成長につながる可能性のある貴重な体験となってくる可能性がある。「異」

との接触がストレス体験ではなく、双方の人間的成長へとつながっていくためには、ゲストのみならずホストの

側の心理面にも焦点を当てた研究が推進されていくことが望まれる。 

Banks（2015）は歴史的にみて、学校とは、異なる文化を持つ者が同化される場であったとしている。これは少

数派にとって、ときには強制的に多数派と同じように行動し考えていくということを意味する。一方で、学校と

は、生徒と教員が互いの価値観や物の見方や行動を反映させた文化を統合的に作り上げていくものであるとも主

張しており、マイノリティーが持っている世界を異なる視点から見ることができるようになることはホストの人

間性を豊かにしてくれることに繋がるという。 

一般社会の組織においては、有能性や効率性を重視した均一性の高い集団では相互補完の機能が働きにくくな

り致命的欠陥が生じてしまう危険性があることが指摘されているが（例えば Syed, 2019）、多様性を重視した強

い集団づくりという課題は、より大きな組織である国家においても当てはまるであろう。国家レベルの強い集団

づくりは、ゲストのホスト社会への統合が深く関わってくるが、それに関する課題は国ごとに異なっていると考

えられる。永吉（2021）は、日本人ホストにはゲストの出身国によって異なる受容態度を示すという固有の問題

点があるといい、欧米人に対しては最も好意的であり東アジア出身者に対しては最も否定的であることを指摘し

ている。但し、肯定的に受け止められているはずの欧米人でさえも、客としての扱いを受けて歓迎されながらも

排除されるという二重体験をすることになり、受け入れられているが統合はされていない（Debnar, 2016）という

感覚を抱くようになるのだという。こうした心理的障壁については、グローバル化が急速かつ複雑に進行してい

る今、国を弱くする要因に他ならず、解決されるべき急務の国家的教育課題であるといわざるをえない。現在ま

での学術研究からは明らかとなっていない、外国人児童・生徒とのどのような関わり合いが日本人の児童・生徒

にどのような包摂意識や受容態度をもたらすのかという点について、今後の効果的な教育実践につながる実証的

解明が待たれる。 
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注 

1本稿でマイノリティーとは、ある社会で政治的、経済的に支配的な権力を持つ主流集団以外の非主流集団の構

成員を指す。アメリカ合衆国を例に取ると、黒人やヒスパニック等の有色人種、先住民族であるネイティブアメリ

カン（インディアン）に加えてアメリカに渡ってきた多種多様な移民を指す。一方でマジョリティーとは、政治経

済的に支配な権力を持つ主流集団に属する構成員を指し、例えばオーストラリアであればイギリス系の白人を指

す。マイノリティーが元々の在住者ではなく新規の移民である場合はゲスト、対して受け入れ社会の構成員はホス

トと呼ばれる。 
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 Acculturation of Host Nationals through Contact with Foreign 

Students: 

An Overview of Previous Studies 

 

Yuri Okunishi 1 

(1 Okayama University of Science) 

 

This paper reviews previous studies on intercultural adaptation and acculturation of host nationals through intercultural 

contact with foreign guests. First, Chapter 1 introduces the current multicultural and multiethnic situation in Japan, and 

discusses the challenges faced by foreign students as they adjust to local school environments and their relationships with 

their hosts. Chapter 2 discusses previous studies on cultural adaptation of hosts in both Japan and abroad, highlighting 

tendencies in host research. It also discusses the trends of research on Japanese teachers and Japanese students who 

interacted with foreign children in Japan. The prospects for future research and the possibilities that the diversity of foreign 

students brings to Japanese school culture are discussed in Chapter 3.  
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